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研究成果の概要：ルーラルナーシング理論に基づく５つの概念（孤立、役割一致感、匿名性欠

如、｢身内／よそ者｣、専門職自律性）を中心に、離島における看護実践モデルの開発と評価を

行った。提供側、需要側の質問紙調査、聞き取り調査により、概念間の関連の一部が明らかに

なった。住民と看護師のパートナーシップ、更に、当初想定していなかった医師を始め、関連

する医療福祉職のネットワークが、看護実践モデルに不可欠な構成要素であることが示された。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００４年度  

２００５年度  

２００６年度 1,400,000 0 1,400,000 

２００７年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

 ２００８年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

総 計 3,400,000 600,000 4,000,000 

 
 
研究分野：保健学、地域看護学 
科研費の分科・細目：看護学 地域・老年看護学 
キーワード：ルーラル・ナーシング、看護実践モデル、離島、「身内／よそ者」、専門職自律性、

孤立、ネットワーク 
 
１．研究開始当初の背景 

離島医療システムにおいては，医

療 従 事 者 の 確 保 と 支 援 体 制 の 構 築

が最重要課題である。一方，離島に

おいては人口の少子・高齢化は特に

顕著で，需要の変化に対応した新し

い 離 島 医 療 シ ス テ ム が 求 め ら れ て

いる。離島医療を担う看護職者は，

特 に 医 師 の 常 駐 が 望 み に く い 孤 立

小型離島では，幅広い職務が要求さ

れると考えられるにもかかわらず，

ど の よ う な 看 護 実 践 モ デ ル が 望 ま

しいか，その実態すら充分には明ら

かにはなっていなかった。 

ルーラル・ナーシングについては，

我が国では，2005 年に日本ルーラ

ル・ナーシング学会が設立されたば
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かりで，へき地・離島における看護

に つ い て の 個 別 研 究 の 知 見 を 統

合・体系化する取り組みが始められ

たという状況である。海外では，特

に 北 米 あ る い は オ ー ス ト ラ リ ア を

中心に理論化が進んでいる。先行す

る諸外国とは医療制度，看護職の業務範囲

も異なるが，文献レビューでは，都市部の

看護職と比べ，へき地の看護職が看護活動

を実践する上での利点，欠点等の特徴は我

が国の知見とかなり類似していた。 

へき地・離島に限らず、都市部で

は な い 農 村 部 の 医 療 に お け る 看 護

職 が ど の よ う な 実 践 活 動 を す べ き

か、という理論的なモデルの提示は

国内外の研究（Dunkin,J.W.,1997；

大平 ,2002）があり，ルーラルナー

シングモデルの構築（麻原,1999）

や，発展させるべき看護活動を明ら

かにした記述的研究（鈴木,2004）

はあるが，それらのモデルが継続的

で 質 の 高 い サ ー ビ ス 提 供 が 可 能 な

モ デ ル と し て 機 能 す る か ど う か を

説 明 す る モ デ ル と し て の 検 証 は さ

れていない。 

 
２．研究の目的 

本研究の上位目的は離島におけるルーラ

ルナーシングモデルの開発である。ルーラル

ナーシングの枠組み、殊に Bushy,A

（ 2000）のルーラルナーシング介入

枠組みを援用し，離島のなかでも特に小規

模島嶼における地域特性や文化に基づいた

効果的な看護実践のあり方や支援方法、つま

り看護実践モデルを看護実践の質改善を

図 れる モデ ルと して 精緻 化す ること

である。  

ルーラルナーシングモデル開発に 

おいては，医療サービスを供給する提

供サイドは勿論，地域に暮らす住民の

生活やニーズ，地域の抱える健康問題

等 の需 要サ イド から のア プロ ーチに

よる構築が必要となる。 

そこで，具体的目的は以下の 3 点で

ある。 

（1）提供サイド（看護師・保健師）

に焦点を当て，どのような看護実践活

動が継続可能で質の高いサービス提

供が可能な活動として機能するかを

決定する要因の同定を，産業保健学理

論を援用し，明らかにすること 

（2） 需要サイドに焦点を当て，ルー 

ラルナーシング介入枠組みを援用し，

離島住民のヘルスサービス利用やそ

の満足度を規定する要因，ことに社会

文化的要因や地域住民（患者・住民）

と看護職者とのパートナーシップか

ら明らかにすること 

（3） 上記（1）および（2）から，互 

酬性モデル（患者満足と職務満足の互

酬性モデル）として看護実践モデルの

評価を行い，看護実践の質改善を図れ

るモデルとして精緻化すること 

 
３．研究の方法 

（1）平成 18 年度は研究目的の（1）つまり｢提

供サイドに焦点を当て，どのような看護実践

活動が継続可能で質の高いサービス提供が

可能な活動として機能するかを決定する要

因の同定を，産業保健学理論を援用し，明ら

かにする｣調査を実施した。研究に先立ち、

倫理審査委員会の承認を得た。 

対象地域としては，離島の中でも小規模島嶼

を対象とする。離島類型でいう，孤立小型，

群島属島のすべての診療所，および外海近接，

内海近接，孤立大型，群島主島におけるへき

地診療所に属する看護職者のうち同意のえ

られた方で、自記式調査票を用い郵送法によ



 

 

り実施した。調査内容は，主たる独立変数と

して看護実践活動内容，従属変数として仕事

ストレス，職務満足，さらには仕事継続意図

を，先行要因として，基本属性，職業属性，

診療所特性を，媒介要因として，仕事上の裁

量度，仕事の要求度，ソーシャル・サポート，

仕事に向けての努力とその報酬（経済的，人

間関係的，自己実現的側面），役割過重，役

割のあいまいさ，看護師―地域（患者・住民）

のパートナーシップを取り上げた。 

（2）平成 19 年度は研究目的（2）つまり、

需要サイドに焦点を当て，離島住民のヘルス

サービス利用およびその満足度を規定する

要因，ことに地域住民と看護職者とのパート

ナーシップから明らかにする調査を実施し

た。属島離島型離島 1 離島の 20 歳以上の全

住民 1410 名を対象とした。対象とした離島

３０集落のうち６集落で聞き取りによる予

備調査で、ヘルスケアサービスの利用やその

背景にある考え方も、時代とともに変化して

きていること、「素人参照システム」は重要

な機能を有していること、等が明らかとなっ

たことを踏まえて、Andersen の行動モデル

に基づく研究枠組みを修正し、自記式調査票

を用い郵送法により本調査を実施した。調査

内容は，独立変数については，［素因］として性、

年齢、同居家族、健康増進意識、介護経験の有無を、

［利用促進要因］として経済要因、かかりつけ医の

有無、ソーシャルサポートを、［ニード］として主観

的健康感、介護サービス必要感、ADL、IADLを、

媒介要因としては患者・住民側とらえる地域

（患者・住民）―看護師のパートナーシップ、

医療受容度をとりあげた。従属変数にはヘル

スサービス（医療サービス、介護サービス）

の利用をとりあげた。回収数は 775 名（回収

率 55.0％）であった。 
（3）平成 20 年度は研究目的（3）つまり、
「互酬性モデル（患者満足と職務満足の互酬
性モデル）として看護実践モデルの評価を行

い，看護実践の質改善を図れるモデルとして
精緻化する」質問紙調査を予定していたが、
予備調査の段階で、へき地診療所勤務看
護師の入れ替わりが多く、パネル調査とする
には充分なケース数が確保できないことが
判明した。そこで、離島の中でも、群島属島
や孤立小型離島での看護実践モデルが求め
られることから、狭くても深い聞き取り調査
に切り替え、看護師の看護実践の形成・変容
過程を把握し、量的調査では明らかに出来な
かったへき地診療所看護師の実践形成過程
を明らかにすることとした。看護師、住民だ
けでなく、医師や行政の立場からも、看護実
践を捉えることで、本研究で開発してきた看
護実践モデルを評価した。 
 
４．研究成果 
（1）提供サイドの調査結果を、ルーラルナ
ーシング理論から援用した５つの概念に即
して述べると、 

①孤立小型・群島属島型離島では、住民参加

による健康づくり活動、個人的な日常生活上

の相談、地域を担当している保健師との連携

といった活動がみられた。しかし、離島類型

等の環境要因は必ずしも看護活動の主要な

規定要因とは言えず、個人要因の重要性が示

せた。 

②専門職自律性は、看護活動が多様であるこ

と、創造的保健活動や勤務外援助活動に結び

つき、看護活動の結果にもよい影響をも与え

ていた。 

③役割期待が本人と住民で一致しないこと 

は、看護活動には有意には影響しておらず、 

住民の過剰な期待で、専門職としても孤立 

するとした仮説は実証されなかった。 

④匿名性の欠如は、看護活動にも活動の結 

果にも影響していたが、その作用のメカニ 

ズムについては解明できなかった。 

⑤身内とみなされることで、地域参加が促 

進され、創造的保健活動がしやすい半面、勤 

務外援助活動を求められやすくなっていた。 

当該島出身者でなくても、概ね 10 年で、身

内と感じる者が半数を超えていた。 
（2）需要サイドの調査結果から、明らかに
なったのは、 
①年齢が高く、独り暮らしであり、かかりつ



 

 

け医がいる人ほど医療サービスを利用して
いた。 

②介護サービスではソーシャルサポートこ

とに配偶者間のサポートの影響が示された。

③介護サービス利用の意志決定には家族が主要

な役割を担っていた。 

④アクセスの悪さにより受診が阻害される

傾向が見られたが、「看護師は身近な存在であ

る」と感じている場合は、アクセスを促進していた。 

⑤サービスの重要度、満足度について、医療、

保健、介護の各サービス間で比較すると、技

術の高さ、思いやり・やさしさ、については

その認識に差はないが、身近な存在であるこ

とについては、保健師がもっとも身近である

とは感じておらず、そのことで、保健サービ

スの満足度が最も低くなっていた。 

需要側からも、｢身内／よそ者｣は看護実践モデ

ルの重要な要素であることが示された。 

（3）「互酬性モデルとして看護実践モ

デルの評価を行い，看護実践の質改善

を図れるモデルとして精緻化する」聞

き取り調査の結果から、 

①住民と看護師のパートナーシップがアク

セスを促進しているが、そのためには、住民

から一定程度｢身内｣と扱われることが必要

で、｢よそ者｣のまま、専門職自律性は発揮し

にくい。 

②しかし、完全に「身内」になると、専門職

である前に、住民である故、匿名性が欠如す

るので、自律性が発揮しにくくなる。 

③医師が非常駐の場合は、医師を始め、

関 連す る医 療福 祉職 のネ ット ワーク

が 機能するかどうかで、「孤立」が

看護活動に大きく影響する。  

④ ネッ トワ ーク は公 的な もの だけで

なく、自主的なそれが形成されている

ところでは、住民からの役割期待が加

重になることもない（役割一致感）こ

とが示唆された。  

以上、５つの概念間の因果関係についてのモ

デルである看護実践モデルの事例による実

証とモデルの精緻化が可能であった。 
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